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広域連携に関する検討の進め方 

 

 

１ 各地域での検討促進 

今後、「地域別水道事業広域連携協議会」での検討にあたり、中間報告で示した広

域連携による対応方策例などを、各地域で具体化させる必要があるが、その際、地

域ごとの検討議題（具体的な手法案）の抽出に多くの時間を要してしまうことが懸

念される。 

そこで、総務省の支援ツールである「公営企業経営支援人材ネット事業」を活用

し、検討議題（具体的な手法案）の抽出までは、外部専門家の指導・助言を受けな

がら進めることで、各地域での検討の効率化を図ることとした。（７ブロック） 

 

人材ネット事業とは（２頁参照） 

地方公共団体が外部アドバイザーを招へいし、指導・助言を受けながら広域連携等の取

組みを進めるための支援ツール。総務省が各課題に対応する外部アドバイザー（公認会計

士、自治体ＯＢなど）をリストアップしている。 

・対象経費（謝金等）の 1/2 について一般会計から繰出し 

・一般会計繰出額の 1/2 について特別交付税措置 

 

 

２ 検討の進め方（年間スケジュール） 

 

   （1）人材ネット事業を活用する地域ブロックの決定（５月） （３頁参照） 

（2）各地域ブロックとアドバイザーとの契約締結 （６月） 

（3）事前の論点整理 

・県が一括してアドバイザーとの事前調整の窓口を担い、アドバイザーから

指導・助言を得るにあたって必要となる地域情報（例えば、経営状況、施

設の状況、人員の状況、地理的特性など）を整理する。 

・整理した地域情報は、各地域ブロックでの検討に参加する構成市町等で共

有するとともに、県からアドバイザーにも提供する。 

（4）アドバイザーの招へい 

     ・地域ブロックごとにアドバイザーを招へいし、事前に提供している地域情

報に基づき意見交換、現地視察などを実施する。 

     ・後日、アドバイザーは、当該地域で検討可能な広域連携案（個別具体的な

内容）を抽出の上、地域ブロックに提示する。 

   （5）各地域での広域連携の検討 

     ・アドバイザーから提示された広域連携案に基づき、各地域において、例え

ば、①直ぐに実施の可否を検討できるもの、②当面は中長期的な検討課題

として共通認識するに留めるもの、③当該地域での検討には馴染まないも

の、に分類する議論を行うなど、広域連携に関する議論を深める。 
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　　 （※）宝塚市
　　　　　 神戸・阪神南ブロックと阪神北ブロックに参画
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島内３市水道事業を統合

平成28年度より
①地域内水道施設の最適配置とその運用
②水質検査の共同化

　　 ③上記研究内容の実現方策

　　 について研究を進めている
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県内を９ブロックに区分した上で広域連携等の検討を

進めるにあたり、神戸・阪神南ブロック、淡路ブロック

以外の７ブロックにおいて、人材ネット事業を活用する。
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